自主点検表（R6　舞鶴市）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【介護予防認知症対応型共同生活介護】

	規定事項
	基準・通知　等
	評価
	備考

	通則等

【地域密着型サービス共通事項】
	※認知症対応型共同生活介護の規定事項 通則等を準用する。
	
	

	第１節
基本方針

	□　指定地域密着型介護予防サービスに該当する介護予防認知症対応型共同生活介護（以下「指定介護予防認知症対応型共同生活介護」という。）の事業は、その認知症である利用者が可能な限り共同生活住居（法第八条の二第十五項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下同じ。）において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものとなっているか。
	適
・
否
	

	第二節　
人員に関する基準
	※　認知症対応型共同生活介護の規定事項第二節の全てを，介護予防認知症対応型共同生活介護に準用する。
	適
・
否
	

	第三節　
設備に関する基準
	※　認知症対応型共同生活介護の規定事項第三節の全てを，介護予防認知症対応型共同生活介護に準用する。
	適
・
否
	

	第四節
　運営に関する基準
	※　認知症対応型共同生活介護の規定事項第四節（「指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針」及び「認知症対応型共同生活介護計画の作成」に関する規定を除く）について，介護予防認知症対応型共同生活介護に準用する。
　　なお、「指定居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止」に関する規定について、「居宅介護支援事業者」は「介護予防支援事業者」と読み替える。
	適
・
否
	

	指定介護予防小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針
	□　指定介護予防認知症対応型共同生活介護は、利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行っているか。
□２　指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する指定介護予防認知症対応型共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的に次に掲げるいずれかの評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図っているか。
一　外部の者による評価
二　前条において準用する第三十九条第一項に規定する運営推進会議における評価
□３　指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たり、利用者ができる限り要介護状態とならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とするものであることを常に意識してサービスの提供に当たっているか。
□４　指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者がその有する能力を最大限活用することができるような方法によるサービスの提供に努めることとし、利用者が有する能力を阻害する等の不適切なサービスの提供を行わないよう配慮しているか。
□５　指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たり、利用者とのコミュニケーションを十分に図ることその他の様々な方法により、利用者が主体的に事業に参加するよう適切な働きかけに努めなけているか。
	適
・
否
	

	指定介護予防認知症対応型共同生活介護の具体的取扱方針
	□　指定介護予防認知症対応型共同生活介護の方針は、第六十九条に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。
一　指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達を通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行うものとする。
二　計画作成担当者は、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、他の介護従業者と協議の上、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提供を行う期間等を記載した介護予防認知症対応型共同生活介護計画を作成するものとする。
三　計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、通所介護等の活用、地域における活動への参加の機会の提供等により、利用者の多様な活動の確保に努めなければならない。
四　計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。
五　計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画を作成した際には、当該介護予防認知症対応型共同生活介護計画を利用者に交付しなければならない。
六　指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常生活を送ることができるよう配慮して行わなければならない。
七　指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、介護予防認知症対応型共同生活介護計画に基づき、利用者が日常生活を営むのに必要な支援を行わなければならない。
八　指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行わなければならない。
九　計画作成担当者は、他の介護従業者及び利用者が介護予防認知症対応型共同生活介護計画に基づき利用する他の指定介護予防サービス等を行う者との連絡を継続的に行うことにより、介護予防認知症対応型共同生活介護計画に基づくサービスの提供の開始時から、当該介護予防認知症対応型共同生活介護計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、少なくとも一回は、当該介護予防認知症対応型共同生活介護計画の実施状況の把握（以下この条において「モニタリング」という。）を行うとともに、利用者の様態の変化等の把握を行うものとする。
十　計画作成担当者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて介護予防認知症対応型共同生活介護計画の変更を行うものとする。
十一　第一号から第九号までの規定は、前号に規定する介護予防認知症対応型共同生活介護計画の変更について準用する。
	
	

	指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項
通則等
【地域密着型サービス共通事項】
	※　小規模多機能型居宅介護の規定事項指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項と同じ。
	適
・
否
	

	報酬・加算・減算等
イ　介護予防認知症対応型共同生活介護費
ロ　介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費
	イ　介護予防認知症対応型共同生活介護費（１日につき）

（１）　介護予防認知症対応型共同生活介護費（Ⅰ）　７６１単位

（２）　介護予防認知症対応型共同生活介護費（Ⅱ）　７４９単位

ロ　介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき）

（１）　介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費（Ⅰ）　
７８９単位
（２）　介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費（Ⅱ）　
７７７単位
□　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準第７０条第１項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護予防認知症対応型共同生活介護（指定地域密着型介護予防サービス基準第６９条に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、それぞれ所定単位数を算定しているか。
ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の１００分の９７に相当する単位数を算定する。(※1)

なお、利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。(※2(利用者の数)、※3(従業者の員数))

※1　夜勤職員の勤務条件を満たさない場合

※2　(利用者の数)　　 定員超過利用減算

※3　(従業者の員数)　 人員基準欠如減算
指定介護予防認知症対応型共同生活介護の施設基準

第三十一号の規定を準用する。この場合において、同号ハ（３）中「指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員」とあるのは「担当職員（指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成十八年厚生労働省令第三十七号）第二条第一項に規定する担当職員をいう。）又は介護支援専門員（同条第二項に規定する介護支援専門員をいう。）」と、「居宅サービス計画（法第八条第二十四項に規定する居宅サービス計画をいう。）」とあるのは「介護予防サービス計画（法第八条の二第十六項に規定する介護予防サービス計画をいう。）」とする。
第三十一号　指定認知症対応型共同生活介護の施設基準

イ　認知症対応型共同生活介護費（Ⅰ）を算定すべき指定認知症対応型共同生活介護の施設基準
（１）　当該指定認知症対応型共同生活介護事業所（指定地域密着型サービス基準第九十条第一項に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。以下同じ。）を構成する共同生活住居（法第八条第二十項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。以下同じ。）の数が一であること。
（２）　指定地域密着型サービス基準第九十条に定める従業者の員数を置いていること。
ロ　認知症対応型共同生活介護費（Ⅱ）を算定すべき指定認知症対応型共同生活介護の施設基準
（１）　当該指定認知症対応型共同生活介護事業所を構成する共同生活住居の数が二以上であること。
（２）　イ（２）に該当するものであること。
ハ　短期利用認知症対応型共同生活介護費（Ⅰ）を算定すべき指定認知症対応型共同生活介護の施設基準
（１）　当該指定認知症対応型共同生活介護事業所を構成する共同生活住居の数が一であること。
（２）　当該指定認知症対応型共同生活介護（指定地域密着型サービス基準第八十九条に規定する指定認知症対応型共同生活介護をいう。）の事業を行う者が、指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス若しくは指定介護予防支援の事業又は介護保険施設若しくは指定介護療養型医療施設の運営について三年以上の経験を有すること。
（３）　次のいずれにも適合すること。ただし、利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、緊急に短期利用認知症対応型共同生活介護費を算定すべき指定認知症対応型共同生活介護（以下この号において「短期利用認知症対応型共同生活介護」という。）を受けることが必要と認めた者に対し、居宅サービス計画（法第八条第二十四項に規定する居宅サービス計画をいう。）において位置付けられていない短期利用認知症対応型共同生活介護を提供する場合であって、当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合にあっては、（一）及び（二）の規定にかかわらず、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所を構成する共同生活住居ごとに定員を超えて、短期利用認知症対応型共同生活介護を行うことができるものとする。
（一）　当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員の範囲内で、空いている居室等を利用するものであること。
（二）　一の共同生活住居において、短期利用認知症対応型共同生活介護を受ける利用者の数は一名とすること。

（４）　利用の開始に当たって、あらかじめ三十日以内の利用期間を定めること。
（５）　短期利用認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有する従業者が確保されていること。
（６）　イ（２）に該当するものであること。

ニ　短期利用認知症対応型共同生活介護費（Ⅱ）を算定すべき指定認知症対応型共同生活介護の施設基準
（１）　当該指定認知症対応型共同生活介護事業所を構成する共同生活住居の数が二以上であること。
（２）　ハ（２）から（６）までに該当するものであること。
	適
・
否
	

	その他
(加算・減算等)
	認知症対応型共同生活介護の規定事項「報酬・加算・減算等」のうち、以下の減算及び加算について、介護予防認知症対応型共同生活介護に準用する。
・身体拘束廃止未実施減
・高齢者虐待防止措置未実施減算
・業務継続計画未策定減算
・３ユニットで夜勤を行う職員の員数を２人以上とする場合
・夜間支援体制加算
・認知症行動・心理症状緊急対応加算
・若年性認知症利用者受入加算
・入院時費用
・初期加算
・退居時情報提供加算　
・退居時相談援助加算
・認知症専門ケア加算
・認知症チームケア推進加算
・生活機能向上連携加算
・栄養管理体制加算
・口腔衛生管理体制加算
・口腔・栄養スクリーニング加算
・科学的介護推進体制加算
・高齢者施設等感染対策向上加算
・新興感染症等施設療養費
・生産性向上推進体制加算
・サービス提供体制強化加算
・介護職員等処遇改善加算
	適
・
否
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